
（３） 令和２年（２０２０年）５月　　　　　　　　あ　や　せ　市　議　会　だ　よ　り　　　　　　　　第１８７号　　　　　　　

●
厚
木
基
地
の
空
母
艦
載
機
移
駐

後
、
１
０
０　
　

を
超
え
る
爆
音
は 

ベデ
ルシ

少
な
く
な
っ
た
も
の
の
、　
　
　

を

７０
ベデ
ルシ

超
え
る
騒
音
は
、
年
間
８
８
０
０

回
を
超
え
て
い
る
。
騒
音
被
害
を

な
く
し
、
市
民
の
健
康
を
守
る
と

と
も
に
、
部
品
落
下
や
墜
落
事
故

な
ど
で
市
民
の
生
命
と
財
産
が
失

わ
れ
る
こ
と
が
な
い
よ
う
、
引
き

続
き
し
っ
か
り
取
り
組
む
こ
と
を

望
む
。
学
童
期
か
ら
外
国
文
化
に

触
れ
る
こ
と
で
外
国
に
対
す
る
理

解
や
見
識
を
深
め
、
国
際
的
視
野

を
持
っ
た
青
少
年
を
育
成
す
る
と

し
て
、
基
地
内
の
小
学
校
で
授
業

を
受
け
る
あ
や
せ
っ
子
日
米
交
流

事
業
を
実
施
す
る
。
本
市
発
展
の

阻
害
要
因
で
あ
る
厚
木
基
地
を
返

還
・
移
転
さ
せ
る
た
め
に
は
、米
軍

に
協
力
し
な
い
体
制
を
作
る
こ
と

が
最
初
の
一
歩
で
あ
り
、
基
地
に

頼
ら
ず
、
姉
妹
都
市
の
検
討
を
す

べ
き
で
あ
る
。
工
業
管
理
経
費
で

　従来、ひきこもりは主として若年・青年層の課題としてイメージされてきた。 
しかし最近では、就職氷河期世代も含め中高年層に及ぶ大きな社会問題として
クローズアップされてきている。
　国が中高年層を対象に初めて実施した全国規模の調査が、昨年３月公表され
たが、４０～６４歳のひきこもりが全国で約６１万人に上るという推計は社会に大き
な衝撃を与えた。ひきこもり期間の長期化や高齢化により、高齢者の親ととも
に社会的に孤立するケースも少なくない。
　国としては、これまで都道府県・政令市への「ひきこもり地域支援センター」
の設置や「ひきこもりサポーター養成研修・派遣事業」を行ってきたが、今後
は、より身近な場所での相談支援の実施や社会参加の場の充実など、就職氷河
期世代も含めた中高年のひきこもりに対して、これまで以上に実効性ある支援
と対策を講じるべきである。
　よって、国においては、中高年のひきこもりは、個々人やその家族だけの問
題ではなく、社会全体で受け止めるべき大変重要な課題と捉え、下記の事項に
ついて早急に取り組むことを強く要望する。
１　より身近な場所での相談支援を行うため、自立相談支援機関の窓口にアウ
トリーチ支援員を配置し、同行相談や信頼関係の構築といった対本人型のア
ウトリーチ支援を実施すること。また、自立相談支援の機能強化に向けたア
ウトリーチ等を行うための経費については、新たな財政支援の仕組みを創設
すること。

２　中高年のひきこもりにある者に適した支援の充実を図るため、市区町村に
よる「ひきこもりサポート事業」のさらなる強化を図ること。具体的には、
中高年が参加しやすくなるような居場所づくりやボランティア活動など就労
に限らない多様な社会参加の場の確保。さらには家族に対する相談や講習会
などの取り組みを促進すること。

３　「８０５０問題」など世帯の複合的なニーズやライフステージの変化に柔軟に
対応できるよう、「断らない相談支援」や「伴走型支援」など、市区町村が
これまでの制度の枠を超えて包括的に支援することができる新たな仕組みを
構築すること。

　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
　　令和２年３月１６日

綾瀬市議会議長　松　澤　堅　二　

　衆議院議長　参議院議長　内閣総理大臣　厚生労働大臣　　あて

33月定例会で可決された意見書月定例会で可決された意見書

中高年のひきこもりに対する
実効性ある支援と対策を求める意見書

満開の河津桜
＜蟹ヶ谷公園にて＞

対前年度比
令和２年度会　計　名

増減率増減額

△２．７％△８億円２９３億４，０００万円一 般 会 計

△２．９％△２億５，８００万円８７億１，０００万円国 民 健 康 保 険 事 業

特　

別　

会　

計

皆減△３６億６，５００万円－下 水 道 事 業

△２０．７％△５，６００万円２億１，５００万円深谷中央特定土地区画整理事業

４．７％２億４，９００万円５５億８，１００万円介 護 保 険 事 業

１０．１％１億１，１００万円１２億１，５００万円後 期 高 齢 者 医 療 事 業

皆増４３億１，０７６万円４３億１，０７６万円
公営企業会計

公共下水道事業

△０．２％△１億８２４万円４９３億７，１７６万円合　　　計

令和２年度各会計の予算規模

は
、
海
外
都
市
と
の
経
済
交
流
に

向
け
た
現
地
視
察
を
行
う
。
監
理

団
体
で
あ
る
商
工
会
が
必
要
と
考

え
た
場
合
に
行
う
べ
き
で
、
支
援

の
役
割
を
終
え
た
行
政
が
、
こ
れ

以
上
関
わ
る
べ
き
で
は
な
い
。
土

地
開
発
公
社
は
、地
価
高
騰
時
に
、

地
方
自
治
体
が
必
要
な
用
地
を
確

保
で
き
る
よ
う
、
土
地
を
先
行
取

得
す
る
た
め
に
設
置
さ
れ
た
が
、

近
年
で
は
存
在
意
義
が
乏
し
く
な

っ
て
い
る
。
議
会
の
審
議
や
議
決

の
前
に
用
地
が
取
得
さ
れ
、
購
入

の
報
告
を
追
認
す
る
だ
け
で
は
、

議
会
と
し
て
の
役
割
を
果
た
す
こ

と
が
で
き
な
い
た
め
、
公
社
の
解

散
を
求
め
、本
予
算
に
反
対
す
る
。

状
況
と
な
る
。
厚
木
基
地
関
連
の

交
付
金
も
、
空
母
艦
載
機
移
駐
に

よ
り
大
き
く
減
額
し
た
。
移
駐
後

も
騒
音
や
部
品
落
下
な
ど
、
基
地

が
存
在
す
る
こ
と
に
よ
る
負
担
は

変
わ
ら
な
い
た
め
、
市
と
市
民
、

議
会
と
で
引
き
続
き
要
望
を
続

け
、
整
理
・
縮
小
・
返
還
を
求
め

る
べ
き
で
あ
る
。
歳
出
の
活
性
化

応
援
寄
附
金
事
業
は
、
寄
付
金
の

使
い
道
が
重
要
で
あ
る
。
寄
付
者

の
思
い
と
市
民
の
要
望
を
く
み
取

り
、
適
切
な
時
期
で
の
有
効
活
用

を
望
む
。
環
境
対
策
で
は
、
イ
ベ

ン
ト
で
の
リ
ユ
ー
ス
食
器
の
活
用

な
ど
は
評
価
で
き
る
が
、
市
民
へ

の
廃
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
削
減
や
企
業

へ
の
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
を
出
さ
な
い

た
め
の
働
き
掛
け
が
必
要
で
あ

る
。
企
業
が
拡
大
生
産
者
責
任
を

求
め
ら
れ
る
中
、
市
に
は
予
算
を

掛
け
ず
に
で
き
る
事
業
が
あ
る
と

考
え
て
お
り
、
気
候
変
動
へ
の
対

●
歳
入
で
は
、
市
税
が
約
１
３
０

億
９
千
万
円
、
対
前
年
度
比
２
億

８
千
万
円
の
減
と
な
り
、
少
子
高

齢
社
会
で
生
産
年
齢
人
口
が
減
っ

て
い
く
今
後
は
、
さ
ら
に
厳
し
い

策
を
さ
ら
に
進
め
る
べ
き
で
あ

る
。
小
・
中
学
校
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
化
推

進
事
業
で
は
、
子
ど
も
た
ち
の
学

習
環
境
整
備
を
推
進
す
る
。
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
の
必
要
性
は
理
解
す

る
が
、
そ
の
先
に
あ
る
第
５
世
代

移
動
通
信
シ
ス
テ
ム（
５
Ｇ
）の
整

備
は
、
強
い
電
磁
波
に
よ
る
人
体

へ
の
影
響
が
懸
念
さ
れ
る
。
物
理

的
な
環
境
整
備
と
と
も
に
、
こ
れ

ら
を
活
用
す
る
人
材
の
育
成
な
ど

を
求
め
、
本
予
算
に
反
対
す
る
。

※
（　

）
は
、
会
派
名
で
す
。
記

載
の
な
い
も
の
は
、
会
派
を
組
ん

で
い
な
い
議
員
の
意
見
で
す
。

「「ああややせせ市市議議会会だだよよりり」」はは、、
直直接接おお届届けけししてていいまますす

次号は、令和２年８月１５日に発行予定です。

　あやせ市議会だよりは、市シルバー人材
センター（1０４６７－７０－３０８８）の会員が配
布しています。

『『意意見見書書』』ととはは
　市民の皆さんからの要望や意見を、国政や県政に反映させる
ため、地方自治法第９９条「議会は、当該普通地方公共団体の公
益に関する事件につき意見書を国会又は関係行政庁に提出する
ことができる。」との規定に基づき、国や県に対し議長が議会
を代表して提出するものです。

　

公
共
下
水
道
事
業
で
の
経
営

状
況
の
明
確
化
と
適
正
な
財
産

管
理
を
推
進
し
、
経
営
基
盤
の

強
化
と
財
政
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の

向
上
な
ど
に
取
り
組
む
た
め
、

令
和
２
年
４
月
１
日
か
ら
公
営

企
業
会
計
に
移
行
し
ま
し
た
。

　

公
営
企
業
会
計
の
移
行
に
伴

い
、
収
益
・
費
用
の
認
識
基
準

が
、
従
来
の
現
金
の
受
け
渡
し

時
点（
＝
現
金
主
義
）か
ら
経
済

的
事
象
の
発
生
ま
た
は
変
化
に

基
づ
く
認
識
基
準
（
＝
発
生
主

義
）と
な
る
た
め
、今
後
の
収
支

見
通
し
を
よ
り
的
確
に
行
う
こ

と
が
可
能
と
な
り
、
適
切
な
経

営
方
針
の
策
定
を
通
し
て
、
将

来
に
わ
た
り
住
民
生
活
に
必
要

な
サ
ー
ビ
ス
を
安
定
的
に
提
供

す
る
こ
と
が
期
待
で
き
ま
す
。

公公
共共
下下
水水
道道
事事
業業
会会
計計

●
２
月

　

日　

議
会
運
営
委
員
会

１８
　

日　

議
会
全
員
協
議
会

２０
　

日　

３
月
定
例
会
本
会
議
（
初

２５

日
）
・
議
会
全
員
協
議
会

　

日　

３
月
定
例
会
本
会
議
（
第

２６

２
日
）

●
３
月

２
日　

市
民
福
祉
常
任
委
員
会

３
日　

経
済
建
設
常
任
委
員
会

４
日　

総
務
教
育
常
任
委
員
会

　

日　

基
地
政
策
特
別
委
員
会

１１
　

日　

議
会
運
営
委
員
会

１２
　

日　

３
月
定
例
会
本
会
議
（
最

１６

終
日
）
・
議
会
全
員
協
議

会
・
議
会
報
編
集
委
員
会

●
４
月

　

日　

議
会
全
員
協
議
会
・
議
会

２０

運
営
委
員
会

　

日　

議
会
報
編
集
委
員
会

２８●
５
月

１
日　

議
会
運
営
委
員
会

　

日　

５
月
臨
時
会
・
議
会
運
営

１１

委
員
会
・
総
務
教
育
、市
民

福
祉
、
経
済
建
設
各
常
任

委
員
会
・
基
地
政
策
特
別

委
員
会
・
議
会
報
編
集
委

員
会
・
議
会
全
員
協
議
会

議
会
の
動
き

議
会
の
動
き


